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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書の提出理由】

2024年５月27日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の記載事項のうち、「第一部

企業情報 第１ 企業の概況 １ 主要な経営指標等の推移」、「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ２ サス

テナビリティに関する考え方及び取組 (2) サステナビリティに関する取組」、「第一部 企業情報 第２ 事業の

状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要」、

「第一部 企業情報 第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況」、「第一部 企業情報

第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項」、「第四部 株式公開情報 第２ 第三者割当等の

概況 １ 第三者割当等による株式等の発行の内容」、及び「第四部 株式公開情報 第３ 株主の状況」の記載内

容の一部を訂正するため、新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)の訂正報告書を提出するものであります。

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

２ サステナビリティに関する考え方及び取組

(2) サステナビリティに関する取組

４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1) 経営成績等の状況の概要

第４ 提出会社の状況

１ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状況

第５ 経理の状況

１ 財務諸表等

(1) 財務諸表

注記事項

第四部 株式公開情報

第２ 第三者割当等の概況

１ 第三者割当等による株式等の発行の内容

第３ 株主の状況

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は 罫で示してあります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(訂正前)

〈前略〉

(注) 15. 当社は、2024年５月９日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現 日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申

請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133

号）に基づき、第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を

参考までに掲げると、以下のとおりとなります。

なお、第８期、第９期及び第10期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、有限責

任 あずさ監査法人の監査を受けておりません。

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月 2023年９月

１株当たり純資産額 (円) △26.21 △33.56 △31.16 △15.41 △34.50

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △7,88 △7.35 △7.78 2.67 △19.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

(円)
―
(－)

―
(－)

―
(－)

―
(－)

―
(－)

(訂正後)

〈前略〉

(注) 15. 当社は、2024年５月９日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現 日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申

請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133

号）に基づき、第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を

参考までに掲げると、以下のとおりとなります。

なお、第８期、第９期及び第10期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、有限責

任 あずさ監査法人の監査を受けておりません。

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月 2023年９月

１株当たり純資産額 (円) △26.21 △33.56 △31.16 △15.41 △34.50

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △7.88 △7.35 △7.78 2.67 △19.09

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

(円)
―
(－)

―
(－)

―
(－)

―
(－)

―
(－)



― 2 ―

第２ 【事業の状況】

２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

(2) サステナビリティに関する取組

(訂正前)

① ガバナンス

当社では取締役会がサステナビリティに関する全社的な活動を統括し、様々な課題に取り組む体制としており

ます。取締役会では、研究開発の進捗及び組織の状況・課題の報告や、リスクコンプライアンス委員会からの報

告がなされ、基本方針やサステナビリティに関して審議、監督しております。

〈中略〉

③ リスク管理

当社では、リスクコンプライアンス委員会を設置し、各部門より適時リスクの報告を行い、緊急度と影響度の

観点よりリスク評価を行い、優先度順にレベル分けし、度合いに応じて取締役会でも審議され、リスクを低減・

受容・回避・移転するのか対応方法を判断します。また、認識されているリスクはリスクコンプライアンス委員

会で定期的に再評価を実施してリスクのコントロールに努めております。

人事面では、就業規則、給与規程、並びに人事考課規程を設け、公正並びに客観的な評価を行うように規定し

ております。

研究開発に関する規程では倫理評価について定め、環境並びに実験動物への倫理について適切な対応を図って

おります。

〈後略〉

(訂正後)

① ガバナンス

当社では取締役会がサステナビリティに関する全社的な活動を統括し、様々な課題に取り組む体制としており

ます。取締役会では、研究開発の進捗及び組織の状況・課題の報告や、リスクコンプライアンス委員会からの報

告がなされ、基本方針やサステナビリティに関するリスク及び機会について審議、監督しております。

〈中略〉

③ リスク及び機会の管理

当社では、リスクコンプライアンス委員会を設置し、各部門より適時リスク及び機会の報告を行い、緊急度と

影響度の観点よりリスク及び機会の評価を行い、優先度順にレベル分けし、度合いに応じて取締役会でも審議さ

れ、リスク及び機会を低減・受容・回避・移転するのか対応方法を判断します。また、認識されているリスク及

び機会はリスクコンプライアンス委員会で定期的に再評価を実施してリスク及び機会のコントロールに努めてお

ります。

人事面では、就業規則、給与規程、並びに人事考課規程を設け、公正並びに客観的な評価を行うように規定し

ております。

研究開発に関する規程では倫理評価について定め、環境並びに実験動物への倫理について適切な対応を図って

おります。

〈後略〉
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

③ キャッシュ・フローの状況

(訂正前)

〈前略〉

第13期第２四半期累計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日)

〈中略〉

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動による資金は、24,536千円の減少となりました。これは主に、敷金保

証金回収による収入が15,815千円あったものの、有形固定資産の取得による支出6,126千円、無形固定資産の取得

による支出4,775千円、並びに敷金保証金差入による支出13,635千円がそれぞれあったことによるものです。

〈後略〉

(訂正後)

〈前略〉

第13期第２四半期累計期間(自 2023年10月１日 至 2024年３月31日)

〈中略〉

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期累計期間における投資活動による資金は、24,536千円の減少となりました。これは主に、敷金保

証金回収による収入が15,815千円あったものの、有形固定資産の取得による支出6,126千円、無形固定資産の取得

による支出4,775千円、並びに敷金保証金差入による支出29,450千円がそれぞれあったことによるものです。

〈後略〉
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

(訂正前)

〈前略〉

第14回新株予約権

決議年月日 2023年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社従業員 16 (注)１

新株予約権の数(個) ※ 5,510 [4,980] (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株) ※

普通株式 5,510［996,000] (注)２ (注)７

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 40,000［200] (注)３ (注)７

新株予約権の行使期間 ※ 2025年４月６日～2033年４月５日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円) ※

発行価格 40,000［200］
資本組入額 20,000［100] (注)７

新株予約権の行使の条件 ※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければならない。
(注)５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

〈中略〉

(注) １．付与対象者の退職等による権利の喪失により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、当社取

締役３名並びに当社従業員14名となっております。

〈後略〉
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(訂正後)

〈前略〉

第14回新株予約権

決議年月日 2023年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ４
当社従業員 15 (注)１

新株予約権の数(個) ※ 5,510 [4,980] (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株) ※

普通株式 5,510［996,000] (注)２ (注)７

新株予約権の行使時の払込金額(円) ※ 40,000［200] (注)３ (注)７

新株予約権の行使期間 ※ 2025年４月６日～2033年４月５日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円) ※

発行価格 40,000［200］
資本組入額 20,000［100] (注)７

新株予約権の行使の条件 ※ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければならない。
(注)５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

〈中略〉

(注) １．付与対象者の退職等による権利の喪失により、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、当社取

締役４名並びに当社従業員13名となっております。

〈後略〉
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第５ 【経理の状況】

１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

【注記事項】

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日)

(訂正前)

〈前略〉

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

〈中略〉

第２回新株予約権
(ストック・オプション)

第３回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2017年６月16日 2017年６月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ２
当社従業員 ３

当社従業員 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 970,800 普通株式 92,400

付与日 2017年７月30日 2017年７月30日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年６月17日～
2027年３月17日

2019年３月17日～
2027年３月16日

〈中略〉

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) 自社株式オプションの内容

第３回新株予約権 第13回新株予約権

付与対象者の区分及び人数(名) 社外協力者 ５ 社外協力者 １

株式の種類別の自社株式オプシ
ョンの数(株) (注)

普通株式 255,600 普通株式 100,000

付与日 2017年７月30日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年３月17日～
2027年３月16日

2024年６月18日～
2032年６月17日

〈後略〉
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(訂正後)

〈前略〉

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

〈中略〉

第２回新株予約権
(ストック・オプション)

第３回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2017年６月16日 2017年６月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ２
当社従業員 ３

当社従業員 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 970,800 普通株式 92,400

付与日 2017年７月30日 2017年７月31日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年６月17日～
2027年３月17日

2019年３月17日～
2027年３月16日

〈中略〉

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) 自社株式オプションの内容

第３回新株予約権 第13回新株予約権

付与対象者の区分及び人数(名) 社外協力者 ５ 社外協力者 １

株式の種類別の自社株式オプシ
ョンの数(株) (注)

普通株式 255,600 普通株式 100,000

付与日 2017年７月31日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年３月17日～
2027年３月16日

2024年６月18日～
2032年６月17日

〈後略〉
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当事業年度(自 2022年10月１日 至 2023年９月30日)

(訂正前)

〈前略〉

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

〈中略〉

第２回新株予約権
(ストック・オプション)

第３回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2017年６月16日 2017年６月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ２
当社従業員 ３

当社従業員 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 970,800 普通株式 92,400

付与日 2017年７月30日 2017年７月30日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年６月17日～
2027年３月17日

2019年３月17日～
2027年３月16日

〈中略〉

第12回新株予約権
(ストック・オプション)

第13回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2022年６月17日 2022年６月17日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 １
当社従業員 ５

当社監査役 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 20,000 普通株式 20,000

付与日 2022年７月１日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2024年６月18日～
2032年６月17日

2024年６月18日～
2032年６月17日

第14回新株予約権
(ストック・オプション)

第15回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2023年４月５日 2023年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社従業員 16

当社監査役 ２

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 1,102,000 普通株式 40,000

付与日 2023年４月５日 2023年４月５日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2025年４月６日～
2033年４月５日

2025年４月６日～
2033年４月５日

〈中略〉
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３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) 自社株式オプションの内容

第３回新株予約権 第13回新株予約権

付与対象者の区分及び人数(名) 社外協力者 ５ 社外協力者 １

株式の種類別の自社株式オプシ
ョンの数(株) (注)

普通株式 255,600 普通株式 100,000

付与日 2017年７月30日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年３月17日～
2027年３月16日

2024年６月18日～
2032年６月17日

〈後略〉

(訂正後)

〈前略〉

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

〈中略〉

第２回新株予約権
(ストック・オプション)

第３回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2017年６月16日 2017年６月16日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ２
当社従業員 ３

当社従業員 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 970,800 普通株式 92,400

付与日 2017年７月30日 2017年７月31日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年６月17日～
2027年３月17日

2019年３月17日～
2027年３月16日

〈中略〉

第12回新株予約権
(ストック・オプション)

第13回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2022年６月17日 2022年６月17日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 １
当社従業員 ５

当社監査役 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 320,000 普通株式 20,000

付与日 2022年７月１日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2024年６月18日～
2032年６月17日

2024年６月18日～
2032年６月17日
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第14回新株予約権
(ストック・オプション)

第15回新株予約権
(ストック・オプション)

決議年月日 2023年４月５日 2023年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ４
当社従業員 15

当社監査役 ２

株式の種類別のストック・オプ
ションの数(株) (注)

普通株式 1,102,000 普通株式 40,000

付与日 2023年４月５日 2023年４月５日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2025年４月６日～
2033年４月５日

2025年４月６日～
2033年４月５日

〈中略〉

３．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) 自社株式オプションの内容

第３回新株予約権 第13回新株予約権

付与対象者の区分及び人数(名) 社外協力者 ５ 社外協力者 １

株式の種類別の自社株式オプシ
ョンの数(株) (注)

普通株式 255,600 普通株式 100,000

付与日 2017年７月31日 2022年７月１日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況 １.株式等
の状況 (2) 新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 付与日から権利行使期間の前日まで 付与日から権利行使期間の前日まで

権利行使期間
2019年３月17日～
2027年３月16日

2024年６月18日～
2032年６月17日

〈後略〉
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第四部 【株式公開情報】

第２ 【第三者割当等の概況】

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】

(訂正前)

〈前略〉

項目 新株予約権⑤ 新株予約権⑥ 新株予約権⑦ 新株予約権⑧

発行年月日 2023年４月５日 2023年４月５日 2024年１月19日 2024年２月14日

種類
第14回新株予約権

(ストック・
オプション)

第15回新株予約権
(ストック・
オプション)

第16回新株予約権
(ストック・
オプション)

第17回新株予約権
(ストック・
オプション)

発行数
普通株式

1,102,000株
普通株式
40,000株

普通株式
364,000株

普通株式
216,000株

発行価格 200円 200円 400円 400円

資本組入額 100円 100円 200円 200円

発行価額の総額 220,400,000円 8,000,000円 145,600,000円 86,400,000円

資本組入額の総額 110,200,000円 4,000,000円 72,800,000円 43,200,000円

発行方法

2023年４月５日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2023年４月５日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2024年１月19日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2024年２月14日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

保有期間等に関する確約 (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

〈後略〉
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(訂正後)

〈前略〉

項目 新株予約権⑤ 新株予約権⑥ 新株予約権⑦ 新株予約権⑧

発行年月日 2023年４月５日 2023年４月５日 2024年１月26日 2024年２月21日

種類
第14回新株予約権

(ストック・
オプション)

第15回新株予約権
(ストック・
オプション)

第16回新株予約権
(ストック・
オプション)

第17回新株予約権
(ストック・
オプション)

発行数
普通株式

1,102,000株
普通株式
40,000株

普通株式
364,000株

普通株式
216,000株

発行価格 200円 200円 400円 400円

資本組入額 100円 100円 200円 200円

発行価額の総額 220,400,000円 8,000,000円 145,600,000円 86,400,000円

資本組入額の総額 110,200,000円 4,000,000円 72,800,000円 43,200,000円

発行方法

2023年４月５日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2023年４月５日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2024年１月19日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

2024年２月14日付
の取締役会におい
て、会社法第236
条、第238条及び第
239条の規定に基づ
く新株予約権(スト
ック・オプション)
の付与に関する決
議 を 行 っ て い ま
す。

保有期間等に関する確約 (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

〈後略〉
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第３ 【株主の状況】

(訂正前)

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式を
除く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

〈中略〉

Helix Technology 組合 東京都世田谷区桜１－59－２ 117,200 0.33

〈中略〉

JW Pharmaceutical Corporation
2477 NamBusunhwan-ro，Seocho-gu，Seoul，
06725 RepuBlic of Korea

64,400 0.18

〈中略〉

古島 ひろみ ※３ ―
30,000

(30,000)
0.09

(0.09)

〈中略〉

計 ―
35,767,200
(4,412,400)

100.00
(12.34)

〈後略〉

(訂正後)

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式を
除く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

〈中略〉

Helix Technology 組合 東京都中央区銀座８－10－６ 117,200 0.33

〈中略〉

JW Pharmaceutical Corporation
2477 NamBusunhwan-ro，Seocho-gu，Seoul，
06725 RepuBlic of Korea

64,600 0.18

〈中略〉

古島 ひろみ ※３ ―
30,000

(30,000)
0.08

(0.08)

〈中略〉

計 ―
35,767,200
(4,412,400)

100.00
(12.34)

〈後略〉
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